法 律 顧 問 委 任 契 約 書
（以下甲という）と弁護士澤田真哉（以下乙という）とは、次のとおり顧問契約を締結する。

１　契約の目的

  乙は甲の法律顧問として、甲の法律問題全般について、相談を受け、適切な助言をするものとする。

２  顧問料

甲は乙に対し、本契約に基づく顧問料として、月額金60,000円およびこれに対する消費税を毎月末日限り、以下の口座に振り込む形で支払うものとする。

（振込口座）三菱UFJ銀行　市ヶ谷支店
　　　　　　普通　００９９８６９

　　　　　　弁護士　澤田真哉（ﾍﾞﾝｺﾞｼ　ｻﾜﾀﾞｼﾝﾔ）
３　顧問業務の範囲

　　乙は本顧問契約に基づき行う業務は、甲、甲の従業員および甲の顧客の法律問題に関する法律相談、法律調査、契約書類の審査・作成、書面鑑定、契約立会その他これらに準ずる法律業務とする。
４　法律顧問業務量の目安

   本顧問契約に基づく業務時間は１か月あたり3.5時間とし、これを超える場合は1時間当たり30,000円で計算した追加報酬を、翌月分顧問料と合わせて支払うものとする。
５　費用負担

（1） 相談内容が複雑、あるいは高度に専門的で、乙において、特に調査・研究を必要とする相談事件については、両者協議のうえ、別途報酬額を定める。
（2） 登記手続については、別に定める乙の報酬基準に従って報酬額を算出する。　

（３）訴訟、保全申立、調停等の裁判事件については、別に定める乙の報酬基準に従って報酬額を算出する。ただし、乙の報酬基準によって算出された金額から事件の難易に応じて１０％～２０％を減額するものとする。
（４）甲は、乙が第３条の業務を処理するに際して必要とする印紙、郵券、交通費、登記簿謄本・公課証明等公文書取寄費、その他の実費を負担する。

（５）甲は、乙が業務に必要な範囲で事務所外に出張する場合には、前条の報酬と別に下記の日当を支払う（但し、東京２３区内、横浜地方裁判所本庁及び川崎支部管轄内を除く）。

記

半日（５時間以内）　　１人あたり金３万円（消費税等別途）

終日（５時間超）　　　１人あたり金５万円（消費税等別途）
６　有効期間

（１）本契約の有効期間は、契約締結日より１年間とする。但し、期間満了の１か月前までに、甲・乙いずれかが書面による解約を申し出ない限り本契約は自動的に更新される。
（２）甲および乙は、契約の期間満了前において、相手方に対して１ヶ月前に書面または口頭で予告することにより、本契約の全部または一部を中途解約することができる。
本契約書は２通作成し、甲・乙各々記名捺印の上、各自その１通を保有する。
 令和６年　　月　　日
                      甲　　
　　　　　　　　　　　　　　

                       乙  　東京都新宿区新宿４丁目３－３０
　　　　　　　　　　　　　　　 ランザンAYビルディング４０２　澤田法律事務所
                             弁護士　　　澤田　真哉 
